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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、すべての学級担任が外国語活動を指導できる小学校教員養成カリキュラム
を開発することであった。教育実習における小学校外国語活動の指導の実際を取材し、附属学校園における小学校外国
語活動の指導の状況を検討し、教育実習生が有する小学校外国語活動におけるICT活用に関する認識を調査した結果、
小学校外国語活動を児童として実際に受けた経験がなく、ICT活用授業のイメージも持っていないため、ICTを活用した
小学校外国語活動を構想しにくく、教育実習前に小学校外国語活動を参観したりICTを活用した他教科・領域の授業参
観を行うことが望ましいことが示唆された。

研究成果の概要（英文）：This study proposed a preservice teacher education curriculum which trains classro
om teachers to conduct Foreign Language Activities in elementary schools. We visited demonstration element
ary schools to observe Foreign Language Activities conducted by student teachers. This study investigated 
what student teachers' ambitions were for the use of ICT in Foreign Language Activities in elementary scho
ols. The results indicated that student teachers who had no experience with Foreign Language Activities an
d had no concrete image for activities with ICT tend to have undeveloped ideas or irrelevant ideas about h
ow to plan Foreign Language Activities with ICT. Furthermore, we suggested that prospective teachers shoul
d observe Foreign Language Activities with ICT and visit technology-rich classrooms in advance of their st
udent teaching in the teacher preparation programs.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1) 本研究に関連する国内・国外の研究動向
及び位置づけ 
 小学校学習指導要領の改訂により、小学校
第 5・6 学年に週 1 時間の「外国語活動」が
新設された。教育課程上は教科として位置づ
けられていない外国語活動ではあるが、総合
的な学習の時間における国際理解教育とは
異なり、学級担任の指導によって「コミュニ
ケーション能力の素地」を育成することが求
められている。文部科学省の研究指定校や都
道府県の教育センター等において、学級担任
の指導による外国語活動の取組が提案され
てきてはいるものの、小学校外国語活動の指
導に関する内容は現在の教員養成カリキュ
ラムに位置づけられていない、緊急の課題で
ある。 
(2) 応募者のこれまでの研究成果を踏まえ着
想に至った経緯 
 本研究は、研究代表者（高橋）及び研究分
担者（酒井）が中心となって企画した平成 19
年度「英語指導力開発ワークショップ」の成
果を踏まえている。同ワークショップでは、
地域における英語教育の中心的な推進者の
育成を図るため、英語教材分析力・コミュニ
ケーション力・ICT活用指導力の開発を基礎
として、グループ受講体制をとりながら英語
指導能力を開発することを目的とした。受講
者の多くは中学校英語科教諭であったが、長
野県では小学校・中学校間の人事異動が行わ
れるため、これらの中学校教諭でさえ小学校
に異動した時の外国語活動の指導について
不安を抱いていることがわかり、小学校教員
養成カリキュラム改善の必要性が明らかに
なった。 
(3) これまでの研究成果を発展させる場合に
はその内容  
 本学部では、大学院 GP（H19～21）「授業
研究アリーナで共創する臨床の知－教科専
門と教科教育のチーム指導体制で高める現
職教員の教科指導力－」の採択により、教科
専門教員と教科教育教員によるチーム指導
体制の構築を通して、専門教科の学問的知識
に裏打ちされた授業研究を通じてのアクシ
ョン・リサーチができる現職教員の授業展開
力の向上を行ってきた。そこで、小学校外国
語活動に関しても、英語科の教科専門教員と
教科教育教員が連携・協働することによって、
教職志望学生の小学校外国語活動指導力を
一層向上できると考えられる。 
(4) 本研究が、どのような点で斬新なアイデ
ィアやチャレンジ性を有しているか 
①小学校外国語活動の指導ができる学級担
任を養成する点 
 平成 20 年 3 月に公示された新しい小学
校学習指導要領では、第 5・6 学年に「外
国語活動」が新設（年間各 35 単位時間）
され、外国語を用いて積極的にコミュニケ
ーションを図るための内容と日本と外国
の言語や文化について体験的に理解を深

めるための内容を扱うこととなった。また、
新しい中学校学習指導要領「外国語」では、
小学校における英語活動ではぐくまれた
素地の上に「聞くこと」「話すこと」「読む
こと」「書くこと」の４技能を総合的に育
成することとし、言語活動の充実を通じて
言語材料の定着を図るとともにコミュニ
ケーション能力の一層の育成を目指すこ
ととなった。しかしながら、このような小
中接続・中高接続に配慮しながら新学習指
導要領に対応した外国語指導のできる教
員養成は十分ではなく、大学では新たな体
制を構築する必要がある。このことは、文
部科学省「英語教育改革総合プラン」にお
いても、「小学校教員養成課程における外
国語活動養成講座の開発がアウトプット
として見込まれる」と指摘されていること
と合致している。本研究は、小学校教員養
成カリキュラム改革の契機となる。 
②英語の教科専門教員が外国語活動を指導
できる小学校教員養成カリキュラムを開
発する点 
 教職課程では、教員免許状取得に必要な
教科に関する科目と教職に関する科目を
履修させるために、各教員が個別に担当科
目の目標と内容を設定して、講義・演習を
行ってきた。しかし、教職志望学生がこれ
らの知識と技能を統合する場は「教育実
習」しか用意されてきていなかった。しか
も、小学校外国語活動については、英語教
育を専攻する学生が選択科目として履修
するにすぎなかった。そこで、教科専門領
域と教科教育領域の知識と技能を統合し
て小学校外国語活動の授業を展開できる
ように、教科の専門性を授業実践につなげ
るための仕組みとしての「協働的授業研究
モデル」を活用することが必要である。こ
のことにより、英語学や英米文学を専門と
する教科専門教員と英語科教育学を専門
とする教科教育教員が協働しながら、小学
校教員養成カリキュラムを開発すること
が可能になる。 

(5) 本研究が、どのような新しい原理の発展
や斬新な着想や方法論の提案を行うもの
であるか 
①「授業研究アリーナ」モデルによる協働的
授業研究モデルを適用する点 
 上記(3)に記載の大学院 GPの目的は、1) 
専門教科の学問的知識に裏打ちされた授
業研究を通じて、アクション・リサーチが
できる現職教員の授業展開力を向上させ
ること、2)そのための体制づくりとして、
教科専門教員と教科教育教員、さらには教
育科学教員のチーム指導体制を構築する
こと、という 2 点であった。複数の教員に
よるチーム指導体制は、「授業研究アリー
ナ」と名付けられている。授業研究アリー
ナは、教科専門教員の「理論知」、教科教
育教員の「実践知」、現職教員の「経験知」
を交流させることによって、新たな「臨床



の知」を創出することを目的とするもので
ある。より具体的には、1) 授業の設計、
2) 授業の実施、3) 授業の省察の各段階に
おいて、教科専門教員は、その教科の基盤
となる学問領域の基本概念・方法の観点か
ら、教科教育教員は、教科の目的論、内容・
方法論、教材論の観点から、現職教員の授
業研究を支援・指導することが期待されて
いる。 
 この協働的授業研究モデルを、外国語活
動を指導できる小学校教員養成カリキュ
ラム開発に適用する。このことは、学生や
現職教員を指導する際に協働的なチーム
指導を行うことにとどまらず、教員養成カ
リキュラム開発に際しても、このモデルが
適用可能なことを示すことになる。 

(6) 本研究が成功した場合に、どのような卓
越した成果が期待できるか 
①小学校外国語活動に適する教材の要件を
提案する点 
 これまでも、小学校「総合的な学習の時
間」における国際理解教育に対応した教材
が教科書会社や教材業者により開発・販売
されてきた。しかしながら、その学問的背
景（英語学、英米文学、第二言語習得理論
等）に裏打ちされているかは保障されてい
なかった。本研究により、英語学や英米文
学を専門とする教科専門教員が小学校外
国語活動用教材を分析・検討することによ
り、小学校外国語活動に適する教材の要件
を専門的見地から提案することができる。 
②小学校外国語活動の効果的な指導法を提
案する点 
 平成 21 年度補正予算では、経済危機対
策の一環で、学校施設における耐震化・エ
コ化・ICT化を推進する「スクール・ニュ
ーディール構想」が盛り込まれた。学校
ICT環境整備事業として、全テレビが地上
デジタル放送に対応し、電子黒板が一斉に
導入された。しかしながら、子どもの学び
を広げ深めるように電子黒板が活用され
ているとは言い難い。そこで、本研究では、
小学校外国語活動の指導に ICT を活用す
ることによって、すべての教科・領域にお
いても、子どもの学びを広げ深めることが
できるような ICT 活用ができる教員を輩
出できるようになる。 

 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、すべての学級担任が外国
語活動を指導できる小学校教員養成カリキ
ュラムを開発することである。そこで本研究
では具体的に次の３点について明らかにす
る。 
(1) 小学校外国語活動を指導できるようにな
るには、教員養成段階で何を学ぶ必要があ
るか：小学校外国語活動を指導するために
必要な資質・能力とその育成手順を明らか
にする。 

(2) 小学校外国語活動ではどのような教材が

開発されて用いられているか：電子教科書
や音声教材等の市販教材を分析し、小学校
外国語活動教材の要件を明らかにする。 

(3) 小学校外国語活動ではどのような指導法
が効果的か。：ICT（電子黒板や eポートフ
ォリオ）活用や ALT との連携等の効果的
な指導法を明らかにする。 

 
３．研究の方法 
(1) 小学校外国語活動用教材の収集と分析 
 小学校外国語活動教材の要件を明らか
にするために、現在市販されている小学校
外国語活動用教材（電子教科書、補助教材、
CD、DVD等）を収集し分析する。 

(2) ICT利用による指導方法の検討 
 電子黒板や e ポートフォリオを中心に、
ICT を活用した小学校外国語活動の実践
事例を収集し、効果的な ICT活用による指
導方法を検討する。 

(3) 国内外の教師教育に関する資料収集・分
析 
 日本や諸外国における小学校外国語活
動に関する文献・資料を収集・分析する。
分析にあたっては、本研究の目的に対応し
て、①小学校外国語活動指導に必要な資
質・能力、②小学校外国語活動用教材のあ
り方、③小学校外国語活動の指導法のあり
方、の３点を視点に分析する。 

(4) 教員養成カリキュラム改革に向けた提
案 
 上記(1)～(3)の成果に基づいて、小学校
教員養成のためのカリキュラム改革を提
案する。 

(5) 国内外の学会における情報収集と研究成
果発表による意見交換 
 国内学会や国際学会に参加し、日本国内
及び諸外国の教師教育研究者及び外国語
教育研究者との交流を通して情報収集を
進めることと合わせて、これまでの成果を
発表して意見交換する。 

 
４．研究成果 
(1) 小学校外国語活動用教材及び関連資料の
収集を行った。また、小学校外国語活動の
指導に関する文献・資料の収集及び小学校
外国語活動に関する研究動向の調査も行
った。その結果、教員養成課程で利用可能
な小学校外国語活動指導者養成向けの教
科書も作成されており、それを活用した講
義も開講されていることがわかった。 

(2) ICT 利用による指導方法の検討するため
に、小学校外国語活動を含む各教科・領域
における ICT活用教育に関する文献・資料
の収集及び電子黒板やタブレット PC等を
活用した実践事例を収集した。その結果、
次の点が明らかになった。 
①ICT を活用した教材および電子黒板や
タブレットPC等の ICT活用による指導
法に関連する文献・資料収集を行った結
果、総務省「フューチャースクール推進



事業」及び文部科学省「学びのイノベー
ション事業」や各地方自治体において
ICT を導入する動きとそのための教員
養成・教員研修に関する取り組みが多く
行われて広まってきていることがわか
った。そして、全国 10 小学校において
ICT を利活用した協働教育の調査研究
が進行しており、その成果によりまとめ
られた「教育分野における ICT利活用推
進のための情報通信技術面に関するガ
イドライン」に基づいて、小学校外国語
活動指導に必要な資質・能力の検討を行
えることがわかった。 
②最新の ICTを活用した授業設計・教材設
計や ICT を活用して指導する教員が身
につけるべき能力に関連する文献・資料
収集を行った結果、ICTを活用した授業
を設計・実施できるようになることが、
第 2期教育振興基本計画において重視さ
れている「自立、協働、創造に向けた一
人一人の主体的な学び」の実現に繋がる
ことがわかった。 

(3) 教育実習における小学校外国語活動の指
導の実際を取材し、附属学校園における小
学校外国語活動の指導の状況を検討した。
そして、教育実習生が有する小学校外国語
活動における ICT 活用に関する認識を調
査した。その結果、小学校外国語活動を児
童として実際に受けた経験がなく、ICT活
用授業のイメージも持っていないため、
ICTを活用した小学校外国語活動を構想し
にくく、教育実習前に小学校外国語活動を
参観したり ICTを活用した他教科・領域の
授業参観を行うことが望ましいことがわ
かった。 

(4) ICT 活用教育に関する教育実習生の意識
を調査した。ICTを活用してどのような知
識やスキルを指導したいのかを尋ねた結
果、ICTに対して過度の期待を抱いている
学生、ICTを活用した指導の具体的なビジ
ョンを抱いていない学生、あるいは、タブ
レット PCやインターネット等のハードウ
ェアにしか注目していない学生がいるこ
とがわかった。教員養成段階では、ICTを
実際に活用している授業を参観すること
や、ICT活用の効果について理解した上で
教育実習で ICTを活用した授業を立案・実
施する機会を設けることの必要性が示唆
された。 

(5) 研究成果を、E-Learn（World Conference 
on E-Learning in Corporate, 
Government, Health Care, & Higher 
Education）において研究発表し、関連分
野の研究者との交流を通して情報収集・意
見交換を行った。詳細は、「５．主な発表
論文等」に示した。 
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